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日中交流の過去・現在・未来―私の日中交流史 
事務局長 今村政澄 

      
2025年7月7日

に開催された第 30

回理事会におきま

して、事務局長を

拝命いたしました。

永崎業務執行理事

のご指導のもと、

協会発展のため微

力ながら尽力してまいる所存でございます。今後と

もご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

本稿では自己紹介を兼ね、私がこれまでどのよう

に日中交流に関わってまいったかを振り返り、あわ

せて今後の日中科学技術交流協会に対する期待を述

べさせていただきます。 

私は1958年、大阪に生まれました。1964年、新幹

線開通と東京オリンピックを小学一年生として体験

し、1970年には中学校入学の年に大阪万博が開催さ

れ、世界各国のパビリオンを巡った記憶が鮮明に残

っております。 

中学・高校は大阪教育大学附属天王寺校舎で学び

ました。IPS 細胞研究でノーベル生理学・医学賞を

受賞された山中伸弥博士や、福島第一原発事故の危

機的状況に対処された吉田昌郎元所長（故人）とは

同窓になります。 

小学生の頃よりエジソン、キュリー夫人、ノーベ

ルに憧れ、ロベルト・コッホや北里柴三郎の伝記を

読みながら、新しい技術を開発して人類の繁栄に貢

献したいと志し、勉学に励んでおりました。 

当時は70年安保闘争の余韻が残る時代であり、学

校には左翼思想の影響も色濃くありました。社会科

の授業では、西園寺一晃氏の『青春の北京―北京留

学の10年』が副読本として紹介され、感想文の提出

が求められました。同書は1958年から10年間、中

国・北京に滞在した体験を綴ったもので、大躍進や

文化大革命の時期と重なり、その思想的背景を色濃

く反映する内容でした。 

著者の西園寺一晃氏は元朝日新聞本社総合研究セ

ンター主任研究員であり、その父は近衛文麿内閣で

内閣嘱託を務め、ゾルゲ事件に連座して有罪判決を

受けた西園寺公一氏です。 

高校時代、漢文の教師が東大文学部出身で中国語

にも堪能な研究者であり、その授業は四書五経や諸

子百家、『史記』などの魅力を縦横無尽に語る、実

に感動的なものでした。その影響を受け、科学技術

への志を持ちつつも、まずは中国古代思想を究めた

いと考え、1976年に広島大学文学部中国語学中国文

学科へ進学いたしました。 

当時、東京教育大学から筑波大学に改組されるの

を契機として、多くの著名な中国学者が広島大学へ

移籍しており、まさに中国学の拠点ともいえる環境

のもとで学ぶことができました。 

1976年は、中国にとっても激動の年でした。周恩

来総理、朱徳総司令、毛沢東主席の死去、唐山大地

震、そして四人組の逮捕。私は北京放送を短波ラジ

オで録音しながら中国語を学んでおりましたが、毛

沢東主席逝去の弔辞放送を録音したテープは今も手

元にあります。 

1977年には教授・学生訪中団の一員として初めて

中国を訪問し、北京、南京、無錫、上海を巡り、当

時存続していた人民公社や労働者住宅を視察いたし

ました。 
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卒業後は台湾の貿易商社に入社し、実業の世界で

中国と関わることとなりました。当時、中国との直

接取引は限定的であり、香港や台湾を経由する取引

が主流でした。 

台湾では1987年に戒厳令が解除され、中国大陸へ

の里帰りも解禁されました。改革開放政策と経済特

区の設置により、中国本土との事業が本格化してい

きました。 

私は鰻の養殖・加工輸出事業に携わり、台湾から

中国へ製造指導に赴きました。インフラ未整備の中、

水産・農産物の加工輸出や観光産業は早期に成立し

うる分野でした。観光事業では、辺境地域の視察も

行い、やがて現在の旅行事業へとつながってまいり

ました。 

1992年の上海浦東開発では、浦東新区招商団の日

本受け入れを担当し、上海市筆頭副市長兼浦東新区

管理委員会主任の趙啓正氏と交流させていただきま

した。また、汪道涵先生の通訳を務めるなど、中国

政界関係者との交流も経験いたしました。 

2000年は日中観光交流にとって新たなパラダイム

シフトの年でした。中国人団体観光旅行の訪日ビザ

が解禁され、鄧小平の提唱した改革開放と先富論の

恩恵を受けた中国の富裕層や中産階級の人々 の訪日

観光団体が大挙して押し寄せるようになりました。

私は、東京観光財団の東京プロモーション団の事務

局長として、中国各省の旅游局、観光会社へのプロ

モーション行事を企画、実施し、東京都の観光資源

の広報活動を推進してまいりました。 

その後、家系に孟子の血統がある可能性を知る出

来事がありました。赤穂浪士の一人武林唯七の祖

父・孟二寛が明朝より来日し医師として広島浅野家

に仕えたという伝承を知り、不思議な縁を感じまし

た。医学志望から中国文学へ、そして広島へと進ん

だ道筋が一本につながる思いがいたしました。 

私が当協会とご縁を持ちましたのは、中国安徽省

合肥市に所在する中国科学技術大学の訪日ミッショ

ンの受入を担当した際に当協会会員の余東氏と面識

を持ち、日中間の科学技術交流の推進で意気投合し

たことがきっかけで、その後、余東氏より事務局業

務のお手伝いを依頼され、今回の事務局長就任とな

りました。 

科学技術は人類共通の財産であり、その恩恵は全

人類が享受すべきものと考えます。知的財産の保護

は重要である一方、適切な対価をもって誰もが利用

できる環境こそ理想であります。 

これまで当協会は、先進国である日本の先端技術

を中国でも活用していただく交流を推進してこられ

ました。諸先輩方のご尽力に深く敬意を表します。 

現在、中国の科学技術は目覚ましい進展を遂げて

おります。今後は一方通行ではなく、共同研究や双

方向の知見共有が重要になると考えます。相互理解

と信頼のもと、研究者・大学・企業が権益を尊重し

合いながら発展するモデルを構築する先導役となる

ことが、当協会の新たな使命ではないかと考えてお

ります。 

事務局長として、役員・会員の皆様の事業が円滑

に進みますよう尽力してまいります。今後ともご指

導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

以上

2025年度中国人留学生研究奨励賞授賞式 

2026年１月９日 於 東京大学伊藤国際学術センター3階中教室 

選考委員長  須賀 唯知、選考副委員長 藤田 豊久 

2025年度中国人留学生研究奨励賞授賞式及び研究
発表会を2026年１月９日13:30-14:00 東京大学伊藤国
際学術センター3階中教室において実施した。10名
の博士課程および修了者の応募があり、どれも素晴
らしい業績であった。そこで大学関係の著名な先生
がたにより、推薦文と業績からようやく３名の奨励
賞受賞者を決定した。授賞式には対話と Zoom によ
るオンラインのハイブリッド方式を採用し、以下の

順序で式は行われた。 

＜授賞式＞ 

1.開会の辞 藤田 豊久 選考副委員長 

2.会長挨拶 山脇 道夫 会長 

3.賞状授与 山脇 道夫 会長 

4.来賓祝辞 中国大使館 祝学華Zhu Xuehua公使参事官 

5.受賞者答辞 

6.写真撮影 
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前列 左より 小林英津子教授、祝学華公使参事官、山脇協会

会長、原田研介教授 

後列左より 王方二等書記官、須賀選考委員長、陳浩氏、呉家

旭氏、陳家禾氏、藤田選考副委員長 

 

7.研究発表会 
・呉 家旭WU JIAXU 1995年3月21日生（満30

歳）湖北省出身 

東京大学工学系研究科特任 助教 

深層強化学習を用いた人間共存環境におけるロバス
トなロボットナビゲーション 

推薦者：山下淳（東京大学教授）、安琪（東京大学
准教授） 

・陳 家禾CHEN JIAHE 1998年1月15日（満27

歳）広東省出身 

東京大学工学系研究科精密工学専攻 博士課程3年 

両眼視覚に基づくカメラセントリックな術中組織変
形モデリング 

推薦者：小林英津子（東京大学教授）、佐久間一郎
（東京電機大学教授） 

・陳 浩CHEN HAO 1997年 9月 29日生（満 27

歳）浙江省出身 

大阪大学大学院基礎工学研究科システム創成専攻 
博士課程3年 

Robotic Grasping of Unknown Objects Using Similarity 

Matching 

推薦者：原田研介（大阪大学教授）、清川拓哉（大
阪大学助教） 

８．閉会の辞 須賀 唯知 選考委員長 

  

授賞式会場での出席者は受賞者の３名の他、当協会
の山脇道夫会長、須賀唯知選考委員長・理事、藤田
豊久選考副委員長・理事、来賓の祝学華中華人民共
和国駐日本国大使館・科学技術部公使参事官、王方
中華人民共和国駐日本国大使館・二等書記官、推薦
者の山下淳東京大学教授、小林英津子教授、原田研
介大阪大学教授、今村政澄事務局長の 1２名である。

Zoom での参加者は永崎隆雄・業務執行理事、安
琪・東京大学准教授ほかである。 

 

＜研究発表会＞ 
 
（１） 山脇道夫会長挨拶 
 

本日ここに日中科学技術
交流協会2025年度中国人留
学生研究奨励賞の授賞式を
挙行できますことを悦ばし
く思います。 
本年の受賞者は 3名とな

りました。昨年は１名でし
たが本年は応募者数が多数
に上りましたため３名とな

りました。Chen Ho（陳浩）さん、Wu Jiaxu（呉家旭）
さん、Chen Jiae（陳家禾）さんです。これら３名の
受賞者に加え、本日の参加者は、当協会から須賀選
考委員長、藤田選考副委員長、今村事務局長と会長
の私、山脇、の４名、それに受賞者の指導教員とし
て山下先生、小林先生、原田先生の３名の先生がた
が参加されます。さらにご来賓として中華人民共和
国駐日本国大使館から公使参事官の祝学華(Zhu 
Xuebua)先生と二等書記官の王方先生が参加され、合
計１2 名が、会場であります東京大学伊藤国際学術
研究センター中教室に集まって授賞式と研究発表会
を行うことになりました。なお指導教員の一部の先
生と協会会員の方々 はオンラインで参加されます。 
さて、今年度の受賞者でありますChen Hoさん、Wu 

Jiaxuさん、Chen Jiaeさん、受賞おめでとうございま
す。貴方方は留学生として、母国と異なる環境の中
で、良く刻苦勉励され、優れた研究成果を挙げられ
ました。その内容については後程発表していただき
ますが、今回の受賞を一つの励みとして、今後一層
の研鑽を積まれ、研究者、技術者として大成され、
国際的にも活躍されますことを期待しております。 
ここで、当協会並びにこの研究奨励賞の由来につ

いて、少しばかり紹介させて頂きます。日中科学技
術交流協会が設立されましたのは1977年12月であり
まして、来年 12月には 50周年を迎えようとしてお
ります。実際には、その起源はさらに30年近く遡っ
て1950年代半ばにありました。歴史を振り返ります
と、日本と中国は2000年以上の長きに亘って文化交
流を続けてきました。日本は、遣隋使、遣唐使に象
徴されますように、古くより多くのことを中国から
学んで来ました。一方、近代では日本はいち早く欧
米の学術と文化を吸収して急速な近代化に成功しま
したため、中国から多数の留学生を受け入れるよう
になりました。しかし20世紀前半に不幸な戦争が起
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きましたため、留学生の受け入れはもとより、学術
交流も途絶えてしまいました。戦争終結後も日中間
の国交は長く正常化されませんでしたが、戦後約 10
年を経た1950年代の半ば頃に、当時の日本学術会議
の会員を中心とする日本の指導的な科学者の一部の
方々 が、日中間の学術交流の速やかな再開を願って
努力を重ねられ、中国科学院のご協力を得て、国交
回復に先立って学術交流の再開に漕ぎつけられまし
た。 
これらの活動に関与された先生方が、国交回復後

に両国間の科学技術分野での交流の健全な発展を支
援することを目的として1977年12月にこの協会を設
立されたのです。始めは任意団体として発足しまし
たが、2006年5月に特定非営利活動法人いわゆるNPO
法人として法人格を得まして、さらに2019年5月に
は一般社団法人に組織替えをして、今日に至ってお
ります。当協会は、その活動として、共同研究やワ
ークショップの開催、訪問団の派遣と受け入れ、研
究会・講演会の開催、会報の出版等 を々活発に行っ
てきました。そして、研究奨励賞の授与も行ってま
いりました。 
協会設立の初期に活発に活動された方々 の中に野

上茂吉郎先生というお名前の物理学者がいらっしゃ
いました。東京大学教授で原子核理論の研究者であ
られ、また作家として有名な野上弥生子さんのご子
息でした。この野上先生が亡くなられた際にご遺族
から協会に多額のご寄付を頂きました。協会ではこ
れを有効に活用したいと種々 検討しました結果、そ
の頃は中国からの留学生の皆さんが経済的に大変厳
しい生活をしておられたので、留学生諸君を励ます
ための顕彰制度を設けようということになりました。
野上先生のご遺族から頂戴した寄付金に加えて更に
寄付を募って基金を作り、この研究奨励賞を設けた
のです。その後他の先生方からのご寄付や少なから
ぬ企業からのご寄付も頂きまして基金に加えていき
ました。最近では当協会の会員の方 か々ら随時ご寄
付をいただいて基金に加えております。1987 年度か
ら授賞を始めましたので、累計しますと、今年度で
3９回目になります。また受賞者の数は、本日受賞
される3名の皆さんを加えますと161名に達します。 
このように、この賞は日中間の科学技術交流の復

活と発展に尽力された先達の先生方の熱意のこもっ
た賞でありますとともに、最近では協会会員の皆様
の善意のご寄付に支えられておりますことを、受賞
者ならびに指導教員の先生方にも知っていただきた
いと思います。 
協会は設立以来、来年で５０周年を迎えますが、

この間日中関係も大きく変化してきました。政治的
に難しい時期もありましたが、協会設立時の先輩諸
先生の熱意に思いを馳せながら、日中交流を、推進

してきました。今後も、特に人と人との交流に重点
を置いて継続してまいりたいと願っております。中
でもこの研究奨励賞という歴史のある交流事業は、
ぜひとも継続してまいりたいと念願しています。 
受賞者と指導教員の皆さまには、今後、日中間の

友好親善ならびに世界平和と人類の幸福の進展のた
めご尽力をお願いいたします。また、当協会の事業
にご理解とご支援をいただきますようお願いいたし
ます。 
簡単ですが以上をもちまして私からのご挨拶とさ

せていただきます。  
 

祝学華公使参事官の祝辞 
 尊敬する山脇会長、ご
来賓の皆様： 
こんにちは。 
2025年度中国人留学生研究
奨励賞授賞式および研究
報告発表会にご招待いた
だき、光栄に存じます。 
まず、中国駐日本国大

使館科学技術部を代表
し、受賞者の陳浩さん、

呉佳旭さん、陳家禾さんに心よりお祝いを申し上げ
ます。また、学生の皆様を丁寧にご指導・ご推薦い
ただいた先生方、審査委員会の先生の皆様、そして
主催者である日中科学技術交流協会の皆様に心より
感謝申し上げます。 
中国と日本は一衣帯水の隣国で、2000年以上にわ

たる交流の歴史があります。隋・唐時代に日本の遣
唐使が中国に来て学び、近代から多くの中国人留学
生が日本に行って学んでいて、留学生は両国の相互
学習と共通の発展を促進する上で、かけがえのない
重要な役割を果たしてきました。 
日中科学技術交流協会は1980年代、日本で科学研

究に従事する中国人学生を支援することを目的とし
た「中国人留学生研究奨励賞」を設立し、学生の交
流を通じて日中科学技術交流・協力の促進に積極的
に貢献されました。この賞を受賞した多くの中国人
留学生が、現在も中日科学技術交流の分野で活躍し
ていることを大変嬉しく思います。日中科学技術交
流協会が長年にわたり、両国の科学技術交流・協力
の促進に尽力してきたことに、改めて深く敬意を表
します。 
  中日両国の科学技術交流・協力は、二国間関係
の重要な構成部分です。1980年の政府間科学技術協
力協定の締結以来、両国の政府機関と科学技術者は、
相互補完と互恵の原則に基づき、比較的充実した政
府間および民間の科学技術交流メカニズムを構築し
てきました。両国は、研究者による共同研究や学術
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交流を積極的に支援し、企業間の技術協力を促進し、
実りある成果を上げ、二国間関係の改善・発展、そ
して両国民の友好関係の促進に積極的な役割を果た
してきました。 
  今日の世界において、人類は気候変動、エネル
ギー不足、食料安全保障、生物多様性の保全といっ
た共通の課題に直面しており、国際的な科学技術イ
ノベーション協力とオープンな共有がこれまで以上
に求められています。中国は2023年11月、「国際科
学技術協力イニシアチブ」を提唱し、開放的、公平、
公正、無差別の国際科学技術協力の原則を提唱し、
実践してきました。中国は科学技術イノベーション
協力を通じて、世界の課題に共に取り組み、平和的
発展を促進することを目指しています。これは、日
本を含む世界各国に新たな発展の機会をもたらすこ
とは間違いありません。残念ながら、昨年11月に高
市早苗首相が台湾に関して誤った発言を行い、中日
関係の政治的基盤を深刻に損なうとともに、科学技
術を含む関連分野における両国の友好的な交流・協
力の雰囲気を著しく損なってしまいました。私たち
は右翼思想と軍国主義の復活に断固反対し、平和を
愛する日本国民との永遠な友好関係を維持していき
たいと考えています。ですので、ここにご列席の皆
様には、適切な機会に積極的かつ公正なご意見を表
明し、中日関係の改善と発展のために積極的に尽力
されることを期待いたします。 
  最後に、学生の皆様に改めてお祝い申し上げま
す。山脇会長、ご来賓の皆様に、新年のご健康とご
多幸をお祈り申し上げます。ご清聴ありがとうござ
いました。 
 
（２） 受賞者答辞 （呉 家旭） 
 
本日は、このような栄えある賞を賜り、誠にありが
とうございます。 
日中科学技術交流協会の皆様、ならびに審査委員の
先生方に、心より御礼申し上げます。 
 
私は修士課程から人間共存環境におけるロボットナ
ビゲーションの研究を行ってきました。昨年 4月か
ら東京大学統合廃炉工学講座に就任し、廃炉のため
のロボット技術の研究を始めました。日本での研究
生活を通じて、日本の先生方や研究室の皆様から多
くのご指導とご支援をいただき、研究者として、ま
た一人の人間として大きく成長する機会を得ること
ができました。本日このような評価をいただけたこ
とは、私にとって大きな自信となりました。 
 
本賞は、私個人への評価であると同時に、日頃から
支えてくださっている山下先生と安先生、共同研究

者の皆さん、そして家族への評価でもあると受け止
めております。 
この場をお借りして、改めて深く感謝申し上げます。 

今回の受賞を糧に、今後も自身の研究をさらに発展
させ、社会問題の解決に寄与したいと考えておりま
す。 また、将来は日本と中国の科学技術における
架け橋となり、両国の友好と交流のさらなる深化に
貢献できるよう、一層精進してまいりたいと考えて
おります。 

最後になりますが、日中科学技術交流協会の今後
ますますのご発展をお祈り申し上げ、私の答辞とさ
せていただきます。 本日は誠にありがとうござい
ました。 

（４）受賞者の研究報告概要 
 
呉 家旭 WU JIAXU 「深層強化学習を用いた人間

共存環境におけるロバストなロボットナビゲーショ
ン」 
社会実装可能な移動ロボットの実現に向けて 

 
申請者は博士課程におい
て複数歩行者が存在する
環境における移動ロボッ
トナビゲーションの研究
に取り組んだ． 

 近年、少子高齢化や労
働力不足といった社会的

課題を背景に、人間と共存しながら活動できる自律
移動ロボットの研究開発が急速に進展している．特
に、警備や配送、清掃といったサービス分野では、
人間に代わってロボットが日常的に作業を担うこと
が期待されている．その実現において最も重要な要
素の一つが、人が存在する環境での安全かつ効率的
な移動である．しかし、従来の障害物回避アルゴリ
ズムは静的環境を前提とするものが多く、人間の多
様で不確定性を持つ行動を考慮する必要のある動的
環境においては十分な性能を発揮できないという問
題があった． 

 この課題に対処するため、近年注目を集めている
強化学習（Reinforcement Learning, RL）に基づくナビ
ゲーション手法を研究対象とした．RLはバーチャル
環境において歩行者密度、歩行者速度・移動方向な
どの異なるシナリオをシミュレーションし、ロボッ
トの試行錯誤を通じて報酬を最大化する最適な行動
を学習する．従来手法に比べて、多様なシナリオに
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対する汎化性能が上がったものの、実世界応用に向
けては依然としてロバスト性の問題が残されており、
博士課程では特に以下の三つの課題を中心に取り組
んだ． 

 第一の課題は、多様な歩行者行動に対するロバス
ト性である．先行研究で用いられてきた群衆シミュ
レータは全てのバーチャル歩行者を同一の方策で駆
動しており、常に同じ行動モードに従うため、実際
の人間の多様性を十分に反映できなかった．その結
果、ロボットが未学習の行動モードに遭遇した際に
は、学習されたナビゲーション方策の性能が著しく
低下する．そこで、本研究はバーチャル歩行者条件
付き行動方策で駆動することを新たに提案した．本
手法では、歩行者の行動方策に制御コードを導入し、
それに応じて多様な行動モードを生成する．さらに、
マルチエージェント RL（MARL）を利用し、バーチャ
ル歩行者同士間のself-playによって多様な行動モー
ドを自動的に学習することを実現した．シミュレー
ション実験と実機実験とともに、提案モデルが従来
法に比べて、未学習の歩行者行動・群衆シラリオに
対し高いロバスト性を示した． 

 第二の課題は、危険歩行に対するロバスト性であ
る．特に本論文では、スマートフォンを使用しなが
ら歩行する「歩きスマホ」に注目した．彼らは周囲
への注意が散漫であり、突発的な動作をするため衝
突リスクが高い．これに対処するため、本研究では
歩きスマホ検出とインティグレーションした方策提
案した．しかし、従来の画像による歩きスマホ検出
の精度は照明条件の変化と人同士間の遮蔽により大
幅に落ちる問題がある．そこで本研究はまず照明の
変化に影響されない LiDARを使用し、その点群デー
タの幾何学的なパータンで歩きスマホを検出する手
法を提案した．また、遮蔽によるデータの欠損を克
服するため、本研究は変分オートエンコーダを用い
て画像情報から有用な部分を取り出し、欠損の影響
を最小化する．それらの検出器とナビゲーション方
策と統合し、歩きスマホする人に対してより大きな
クリアランスを保つことでロボットの安全性を保障
することを実現した． 

 第三の課題は、シミュレーションと実環境の差異
に起因する分布ずれである．シミュレーション環境
で多様な行動を再現できたとしても、実環境では静
的障害物の形状や配置、センサの誤差や未学習の歩
行者行動などによって入力分布が変化し、ナビゲー
ション方策の性能低下を招く恐れがある．本研究で
は、Lyapunov Density Model (LDM) に基づく外れ入力検
出を用い、学習分布から外れた状況を自動的に判別

する手法を提案した．そして、学習に基づく方策と、
従来のモデルベースの手法を組み合わせたハイブリ
ッド制御アルゴリズムを開発した．外れ入力が検出
された場合にはモデルベースの手法へ切り替えるこ
とで、分布ずれに対する耐性を確保しつつ、安全性
と効率性を両立した．ベンチマーク実験では歩行者
密度、移動方向などが異なる学習シナリオと評価シ
ナリを用意し、提案手法が最先端のナビゲーション
アルゴリズムと比較して優れたロバスト性を発揮す
ることを示した． 

 本研究では、ナビゲーションのロボスト性に巡り、
多様な歩行者行動、危険歩行、そしてシミュレーシ
ョンと実環境の差異という三つの主要課題に対して、
新たな群衆シミュレータ・検出手法・制御アルゴリ
ズムを提案し、それぞれの有効性をシミュレーショ
ン実験および実機実験により検証した．これらの成
果により、複数歩行者が存在する多様な動的環境に
おいても、安全性と効率性を両立したロボットナビ
ゲーションを実現できる可能性を示したといえる．
本研究は、社会実装可能な自律移動ロボットの実現
に向けた重要な基盤を築いたものである． 

陳 家禾CHEN JIAHE 「両眼視覚に基づくカメラセン
トリックな術中組織変形モデリング」 

手術自動化のための術中
組織変形モデリング 
【当該分野の状況と研究
の背景】 
 近年、さまざまな種類
の手術でロボット技術が
使用されている。ロボッ
ト支援手術は、従来の開

腹手術や低侵襲手術に比べて、回復時間や合併症率
などの複数の指標でより良い結果が得られている。
現在の手術支援ロボットでは、震えの緩和や動作の
スケーリングなどの支援が行われているが、将来的
には、高度に知的な自動的な手術支援ロボットシス
テムを活用して、外科医の負担をさらに軽減するこ
とが期待されている。 
 外科手術自動化は、対象とする組織の硬さに応じ
て剛体（硬い組織）操作と軟組織操作に分類される。
前者には整形外科や口腔顎顔面外科が含まれ、後者
には腹部、脳、眼、耳鼻咽喉科手術が含まれる。現
在の外科的タスクの自動化は、剛体操作の方が軟組
織操作よりも高いレベルで実現されている。一方、
切開、把握、牽引、触診などの軟組織操作は、組織
の変形を理解せずには、工学的な観点から最適化問
題として定義できないという課題がある。 
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 ただし、軟組織の認識や変形モデリングは非常に
困難である。軟組織は、特に変形や破壊メカニズム
の点で、骨などの硬い組織とは異なる挙動を示す。
軟組織は、心臓の拍動や呼吸、外科器具との相互作
用によって変形や相対位置の変化が引き起こされる
ため、形状のモデリングや組織位置の特定が難しい。
また、軟組織は硬い組織と比較して壊れやすく、意
図しない組織損傷を回避するためには、術具によっ
て組織に引き起こされる力や変形、組織の生体力学
的強度である弾性に注意を払う必要がある。また、
組織の境界が不明瞭なため、ロボットが組織の解剖
を理解することが難しい。さらに、従来の軟組織を
認識するための手法は、オクルージョンに対する脆
弱性、時間的な不連続性、大変形が生じた際のモデ
リングエラー、オフライン処理といった問題があっ
た。本研究は、組織変形を認識し、適応的に軟組織
を自動操作する能力を持つ革新的な手術ロボットシ
ステムを開発することで、手術の自動化のレベルを
向上させることを目指す、３つのサブテーマで研究
を行っている。 
【術中軟組織変形解析】 
 本テーマでは、従来の課題を克服するために、時
間変化する表面構造と変位マップとして変形を明示
的に表現する新たな手法を開発しました。次に、時
空間の滑らかさと可視性の自然な物理的仮定に基づ
いてこれらのマップを最適化および融合することに
より、組織の変形を回復するためのオンライン方法
を提案した。提案手法は、術中の臓器の表面ひずみ
を推定することができ、これは従来法とは一線を画
すものです。関連する研究は、複数の国内外の学会
で発表され、2023年にCAS分野の国際トップ学会IPCAI
で採択及びbest papersを受賞し、学術誌にも掲載さ
れた。 
【手術器具の姿勢推定】 
 手術器具と組織の接触領域における変形解析精度
をさらに向上させるため、高精度の器具姿勢が必要
である。新しいマーカーを活用した器具姿勢推定手
法を開発し、低侵襲手術器具シャフトの完全な円
周・軸方向の符号化と高精度の姿勢推定を実現しま
した。従来法よりも安定している。関連する研究は
国内の学会で発表され、特許出願を予定している。 
【手術環境モデリングシステムの開発】 
 提案されたの手術環境モデリングシステムは、主
なロボットシステム（ROS）とコンテナ技術に基づい
て、器具と組織の相互作用を統合的に解析・最適化
することで、器具と組織の接触領域における組織変
形の解析の不確実性を軽減する。このモデリングシ
ステムは将来の手術ナビゲーションおよび自動化研
究のためのデジタルツインの基盤でもあります。関
連する研究は、複数の国際学会で発表され、2024年

にロボット分野の国際トップ学会ICRAのワークショ
ップでbest posterを受賞し、学術誌にも掲載された。 
【本研究のインパクトおよび将来の見通し等】 
 本研究の成果は、これまで困難であった複雑に変
形する軟組織環境下での手術ナビゲーションを可能
にします。手術の自動化のレベルを向上させ、外科
医の負担を軽減する新たな道を開くものです。その
結果、手術時間が短縮され、手術結果が改善される
可能性があり、これは患者と外科医の両方に利益を
もたらす。 
 
陳 浩 CHEN HAO「Robotic Grasping of Unknown Objects 
Using Similarity Matching」ロボットによる汎用的な物
体把持技術の開発 
 

1. 研究背景 
ロボット技術の進化に伴い、
物体把持はその基本的かつ
重要な機能として注目され
ています。特に、汎用的な
物体把持技術の開発は、産
業用、サービスロボット、
家庭用ロボットなど、多岐

にわたる分野での応用が期待されています。しかし、
従来の物体把持技術は特定の物体やタスクに依存し、
環境の変化や物体の多様性に柔軟に対応することが
難しいという課題があります。この課題を解決する
ために、汎用的で柔軟な物体把持技術の開発が求め
られています。 
本研究では、物体把持に関する新たなアプローチと
して、物体の特徴に基づく類似性マッチングとオン
トロジー（概念モデル）を活用し、汎用的かつ柔軟
な物体把持技術の実現を目指しました。 

2. 研究目的 
本研究の目的は、ロボットによる物体把持技術の汎
用性を向上させ、動的かつ複雑な環境においても高
精度で柔軟に適応できる物体把持技術を実現するこ
とです。具体的には、物体認識技術、物体の類似性
に基づく計画手法、そして動的環境に対応した把持
技術を提案しました。 

３． 研究成果 
3.1物体の類似性マッチングと把持計画 
本研究では、「類似性マッチング」を用いて、未知
の物体に対する最適な把持計画を立てる新しい手法
を提案しました。類似性マッチングとは、未知の物
体を既存の物体データベースと比較し、形状や特徴
が似ている物体を特定し、その物体の把持方法を参
考にする技術です。この手法により、過去に学習し
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た知識を応用することで、未知物体に対しても高精
度な把持が可能となりました。 
、単一カメラ視点から未知の物体を把持するために、
物体の特徴を多段階で解析する「多階層類似性マッ
チング」手法を提案しました。本手法では、まず
RGB-D画像から抽出された物体の幾何特徴をもとに、
グローバルな形状情報およびローカルな形状詳細の
両面から、既存の物体データベースと照合を行いま
す。その後、最も類似した物体を選定し、その把持
に関する事前知識（例：安定した把持姿勢や接触点
の分布）を転用することで、複雑な形状や不確実性
の高い環境においても、未知物体に対する安定した
把持を実現しました。 
さらに、物体の属性に基づく分類・マッチングに
「オントロジー（概念モデル）」を活用することで、
ロボットが全く未経験の物体に対しても適切な把持
方法を選択できるようになり、システム全体の汎用
性を大幅に向上させました。 

3.2. 未知物体のピックアンドプレース 
多様な物体を把持できる技術を実現した後、力制御
を利用して物体の安定的な配置を実現しました。力
制御により、物体を所定の位置に正確かつ安定して
配置できるようになり、特に精密な配置が求められ
る環境での応用が期待されます。 

3.3. タスク指向把持技術 
ロボットがタスクに応じて最適な把持位置（例：コ
ップの取っ手など）を選択し、機能的かつ効率的な
把持を実現する方法を提案しました。この技術によ
り、ロボットはタスクに合わせて柔軟に把持方法を
選択でき、人間のように多様な作業を効率的に遂行
できるようになります。 

3.4. 動的環境での物体把持 
動的な環境での物体把持についても、独自のアプロ
ーチを提案しました。具体的には、移動する物体を
高精度で把持するために、「グローバルからローカ
ルへの検出技術」と「静的から動的への計画転換手
法」を開発しました。、密集したクラスター内で移
動する物体に対して、リアルタイムで適応的に把持
を行う手法を示しています。この技術は、製造ライ

ンや物流システムなどの動的環境下での運用に特に
有効です。 

4. 研究の意義と今後の展望 
本研究で提案した汎用的な物体把持技術は、ロボッ
トの能力を大幅に向上させ、さまざまな実世界のタ
スクに適用できる可能性を開きました。特に、従来
技術では困難であった動的環境や未知物体の把持に
対応できる点は重要な成果です。 
今後は、実験結果を踏まえて技術をさらに最適化し、
産業用およびサービスロボットへの実応用を進めて
いく予定です。特に、複雑な作業環境におけるロボ
ットの自律性向上を目指し、実際の現場での実用化
を加速させるために、さらなる検証と改善を行って
いきます。 
さらに、物体把持技術の発展とともに、ロボット

の環境認識、動作計画、協調動作などの他の能力と
の統合が不可欠です。これらの技術を組み合わせる
ことで、より柔軟で高機能なロボットシステムの実
現を目指し、今後の研究を推進していきます。 
 

（授賞式に関係する写真集） 
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温故知新 日本の経済成長の基となった科学技術開発の一実例 
日本電気（株）特別顧問 森田 正典  会報22号1981年8月 

 

 日本は1995年頃より長い経済発展の停滞期にあ

り、経済の復活策を探っています。 

我が国は戦後～1973年に高度経済成長を成し遂げ

ており、中国科学院はその秘訣を探索しており、

1981年6月我が国産業界官界の先人が中国に招か

れ、その秘訣を講演しています。

 
  

 講演者の森田正典氏は1980年代に日本語ワード

プロセッサ用の新入力方式M式を開発した技術者。

M式は、当時の日本語ワープロの課題だった「漢字

かな混じり文の入力速度」を大幅に改善するために

設計されました。これはかな漢字変換方式より 2倍

以上の速度で入力可能でNEC のワープロ製品群に採

用され、市場参入の重要な技術基盤となりました。 

 

先人は高度経済成長には科学技術開発が基になっ

ていると述べられている。そして、中国の誠意に満

ちた熱烈歓迎に感動したと述べています。 

今日の中国の経済発展や技術発展の基にはこの経

済発展への熱望があるように思う。当時の中国は猛

烈な勢いで我が国の技術を学んでおり、我が国に追

いつこうとしておりました。ここにその報告を再掲

載します。（業務執行理事 永崎隆雄記） 

 

当時の当協会理事会記録によれば、本講演会は中

国科学院の招請をうけ、本協会からの推薦によって、

協会会員、機械振興協会副会長窪田雅男氏、同じく、

日本電気（株）特別顧問・森田正則氏は最近中国を

訪れ 、「日本の経済成長において基礎科学・技術の

研究が果たした役割」について、各地で講演を行い

座談会を行ない帰国された。それぞれの講演会には

約３００人の聴衆が参加し、座談会にも３０人程度

の人が出席し、熱心な質疑応答が行なわれた。 

中国科学院はこの講演会の成功を高く評価しその

記録の印刷を計画している。 

 

 

は じ め に 
 

 私が今回図らずも中国への講演訪問をさせて戴く

ことになった経緯は次のとおりである。 

 中国科学院では中国の現状からして、日本が終戦

後の荒廃から急速に復興して今日に到った過程、特

に産業発展の基となった技術開発の進め方について

勉強することが有効であるとの見地から、有山会長

に予てから適任者の人選を依頼されていた。 

 そして、前工業技術院長の窪田氏が講演されるこ

とになったところ、同氏は民間側で日本の産業発展

に直結した技術開発の経験者を同時に講師に加えた

方がよいとの御意見を出されて、前年メキシコでの

貿易振興会主催の技術講演会で御一緒であった御縁

から、民間側を代表した形で私がお供することにな

った次第である。 

 今回の講演、座談会などは、中国科学院における

全体の方向付けを行う極めて重要な部門である政策

研究室の主任であられる羅偉先生が企画されたもの

で、北京では自ら座長を務められると共に、空港の

送迎から名所旧跡の見学までご案内を戴き誠に恐縮

した次第であった。 

 また、北京に到着早々 、科学院の李昌執行主席の

御招宴を受け、その際は結構な贈物も戴き、その上

さらに崔外事局付き局長から、さらに杭州、上海で

夫々 の地区の最高責任者の方々 の御招宴を催して頂

き、有益な懇談の機を得た。 

さらに北京、杭州、上海の三カ所ともに“紅旗”

による送迎を受けるなど、誠意に満ちた熱烈歓迎に

は全く感激し、何とかして中国にお役に立つような

講演をしたいとの熱意が湧き出て来たのであった。 
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 なお、外事局幹部の姚佩君女史は最初から最後ま

で同行されて通訳の労をとられ、早朝から夜遅くま

で翻訳作業に努められ、全く献身的な御協力をして

戴いた。訪中講演旅行記を誌すに当って、まずこう

した方々 に心からお礼を申し上げたいと思う次第で

ある。 

 

講 演 の 要 旨 
 

 わが国が、終戦のあとのあの荒廃の中から立上っ

て、今日までに成し遂げてきた経済復興と、その基

盤をなした科学技術の発展については、勿論、通産

省をはじめ日本政府の指導育成策によるところが大

きい。しかし、日本の経済復興を推進してきたのは

個々 の民間企業であり、また技術の開発も主として

民間による厳しい試練を乗り越えて行われてきたも

のである。 

 この意味では、私自身の経験を通して、マイクロ

波通信、衛星通信の分野について語ることもそれな

りに有意義であろう。 

 今日においては、この分野では納入実績からも技

術的内容からも、日本電気は世界第一の地位を占め

るに到ったが、終戦直後はゼロからの出発であっ

た。それで、日本の産業復興の一つの典型的な例と

して、わが社がマイクロ波通信の分野で辿ってきた

過程と発展の原因分析をお話ししたい。 

 終戦直後には研究費も欠乏していて、専ら米国等

の文献調査を行ったが、その後マイクロ波通信の需

要が出てきた際に自らの研究開発を進めると同時

に、海外の先進技術の優れた点は速やかに吸収しな

がらも、次のように独創的技術の推進に努めてき

た。 

 例えば高感度受信方式の発明は位相検波負饋環方

式を経て、その後デジタルマイクロ方式にと発展し

た。 

また、高感度方式の応用としての見通し外通信

は、その後衛星通信方式へと発展した。 

さらに、より多くの情報をより経済的にかつ確実

にという通信の理想に向って、通信路数は240から

3600へと進歩し、しかも中継器の大きさは1/50に小

型化され、消費電力は1/10にと減少させ、信頼性は

70倍にと改善されてきた。 

これらの諸特性の進歩発展は、先進技術を持って

いた米国を1960～‘65年には追い抜き、その後はま

さに世界をリードする形で行われた。 

 日本電気のマイクロ波通信機が世界市場に広く進

出できたのは、上述のように、製品が技術的に優れ

ていることが大きな原因である。 

その成功の原因はいくつか数えられる。 

まず、電電公社はじめ国内の得意先が新技術の採

用に極めて積極的であったことである。 

それと同時に、日本電気の経営方針が、新技術開

発を重視して、常に他社に先行してきたことであ

る。 

最後に、大切なこととして、技術開発部門と生産

部門との組織上及び地理上の距離が近かったことで

ある。 

これによって、研究成果が速やかに製品に適用さ

れ、また製品の問題点は速やかに技術的な対策を施

すことができるからである。 

特に、原価低減、信頼性向上等には、上記二部門

間の緊密な連携が重要であると思う。 

以上が私の体験談であるが、国情の差はあるにし

ても、些下でも中国のお役に立てえれば誠に幸いで

ある。 

  

  座 談 会（要 旨） 
 

問 技術導入の対処に関しての具体的実例を。 

 

答 技術格差が大きいときには、技術導入は技術開

発のスピードアップに有効であり、大いに活用すべ

きである。しかし、我々 は単に技術導入に頼ってい

たのではなく、自社の研究開発も大いに行っていた

からこそ、導入技術の速やかな消化吸収ができたの

である。 

 例えば、米国ITT社の2000CHのPTM方式導入の場

合、製造図面の到着達前に外観写真だけで装置の大

部分の試作を行うだけの技術力を既に有していた。 

英国のSTCの超多重4000CH機の導入の場合について

は、大阪ー福岡間回線の現場導入以前に、既に東京

ー大阪回線を通信研究所を中心にした国産技術を完

成していた。 

 また、電電公社向の超多重通信には導入機は大阪

ー福岡間のみで、その後に建設された東京ー仙台ー

札幌間回線以降には、長期にわたって日電発明の発

発信増幅方式が採用された。 

 このように、国産技術の積極採用は、技術者の志

気を大いに高揚し、その後の優れた幾多の新技術を

生む結果となった。 

 なお、技術導入には相当の対価を払うことを忘れ

てはならない。例えば前例の大阪ー福岡間は、相当
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多数の装置を一括購入したから現物輸入ができたの

であって、中継機1〜2台のみを購入してその模倣

をすることは相手が同意しないことは明らかであ

る。 

  

問 研究開発方式は政府が決定するか。 

 

 答 否、日本では技術に関する開発の主体は民間

である。このことは、通産省工業技術院の統括する

研究機関の職員数が4千人であり、他省庁の研究機

関を加えても1～2万人前後であるのに対して、民

間企業の技術者は数十万人であるからである。 

 民間企業は、厳しい競争の下で発展するために最

も社会のニーズに適合する製品を開発すべく、各企

業おのおのの立場で研究開発方針を決定している。

但し、民間企業のみでは長期間又は多額の資金を要

する等の理由から開発困難な問題、例えばエネルギ

ー問題とか大型コンピュータなどの場合には、政府

からの補助金前期金を受ける（極めて限定された機

種について）ことがあり、その場合は当然政府の方

針に従う。しかし、補助金の比率は民間の全研究開

発費の2%以下に過ぎない。 

 

問 研究開発機関と製造部門との関係は。 

 

答 技術の発展速度の速い機種では、研究開発部

門と製造部門との組織的及び地理的距離が近いこと

が望ましい。（組織的には事業部制について、地理

的には主力工場製造部門に開発技術者の勤務例等で

説明）。 

 米国では、IBMは、中央処理装置も周辺機器及び

半導体もおのおのの主力生産地で研究開発が行わ

れ、ヨークタウンのワトソン研究所では基礎研究が

行われたようである。 

 又、AT&Tの例では、ベル研究所とWE社が組織上別

会社で組織上の距離が遠いようであるが、実際には、

マイクロ波通信機の例では、ベル研の開発部門と WE

社の製造部門が同じ建物の中に存在している。この

場合は地理的距離の近さが組織の壁を乗り超えてい

る。 

 

問 その他に伺っておくべき事を。 

 

答 中国の皆様が、日本で発表された学術論文を

非常によく勉強しておられるのは全く敬服してい

る。 しかし、論文だけを通じてその国の技術を見

ていると、大学や国立研究機関などの研究だけが強

調される恐れがある。というのは、実際にはもっと

もっと多くの研究が民間でなされているが、その民

間は論文よりも製品に凝縮した形で貴重な研究成果

を発表される方が多いことを充分理解して頂きた

い。 

 われわれ民間企業の研究者にとっては、どんなに

立派な論文を発表できても、その製品の性能・原

価・信頼性が悪ければ、その研究は完成したとは言

えないのである。 

 中国の皆様は、頭脳優秀で、人材及び資源は豊富

であるので、実際の製品の上に研究成果が発表され

るよう努力されるならば、中国の工業が大いなる発

展を遂げるのは間違いないこととであると信じてい

る。御健闘を熱望する。 

 

終 り に（感 想） 

 
 今回の訪中でまず感じたことは、熱烈歓迎という

べき「誠意」である。 

 また中国の人々 がそれぞれ職務に非常に忠実かつ

熱心であると認められた。しかし、それにも拘わら

ず、全体として工業水準が低いことは否めない。 

 その理由として、日本では文革の後遺症とか、縦

割り組織とか、官僚主義による非効率とか言う表現

もあろう。先方では勿論その克服に努めようとして

おられるに違いない。しかし、要するに世の中のニ

ーズに合った研究開発が実践されいないと企業は滅

失させられるほかはないという、厳し現実の自動制

御作用が行わないとすれば、そこにこそ問題がある

のではなかろうか。 

 その点について、上海の研究機関は、上海という

工業都市のせいか、国際的な影響を受けているため

か、比較的実際的な研究開発が活発に行われつつあ

るような印象を得た。 

 しかし研究開発としては、相当なところまで進ん

でいるにもかかわらず、実際の製品の品質が悪いと

いうギャップを、中国の組織・地理的条件の中でど

のように解決するかは今後の重大な課題ではなかろ

うか。 

 何れにせよ、中国科学技術が研究開発の方向づけ

を如何にすべきかを真剣に検討されつつあることは

結構なことであり、今回の私どもの招待もその一環

であろうと思う。 

      ×   ×    × 

 私は、中国科学技術が、我が国の通産省の施策、

機電法、機情法等の法令、工技院の各研究機関の研

究発表等をこれほどまでに克明。詳細に勉強される
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ことにはまことに驚いた次第である。しかし、日本

の場合は民間企業がそれぞれに、企業生命を賭けて

必死になって開発と生産の合理化を行ってきていた

という、日本の民間企業の果たした役割を中国にお

いてはだれが果たすことになるのであろうか。この

緊張と闘いの持つ役割は企業活動の根源でさえある

が。 

中国の10億の人々 、豊富な資源を秘める広大な

国土、21世紀をめざす真剣な努力、熱心な個々 の研

究者達の眼ざしに思いを馳せている。今回の講演座

談により、日本の民間企業の研究者の体験の中から

中国に貢益できるものを汲みとって頂ければ幸甚で

ある。 

 

 
       

 会費とご寄付納付の御礼 
 
2025 年度会費とご寄付のご納入が以下

の 方から７０万円ありました。 ありがと
うございました。 

 会費納入 ２８名各1万円 計２８円  

①欧陽氏、②山田周平氏、③有山氏、④田 村

氏、⑤藤田氏、⑥須賀氏、⑦八木氏、⑧ 依田氏、

⑨ダボ様、⑩數土氏、⑪王婷氏、 ⑫山脇氏、⑬鈴

木基之氏、 ⑭曽我氏、⑮唐氏、⑯坂田氏、⑰永崎

氏、⑱岩田氏、⑲福田氏、⑳梶谷氏、㉑山岡氏、㉒

余東氏、㉓王英輝氏、㉔石原氏、㉕陳迎 氏、㉖前田

氏、㉗チョウシンキョウ㉑王英輝（26年度分？） 

ご寄付 15名 ４２万円  

①欧陽氏8万円、②有山氏2万円、③田村 氏２

万円、④八木氏2万円、⑤依田氏2万 円、⑥數土

氏1万円、⑦山田周平氏２万円、 ⑧山脇氏4万

円、⑨永崎氏2万円、⑩福田 氏1万円、⑪梶谷氏

1万円、⑫余東氏4万 円、⑬科技大付属高殿８万

円、⑭王英輝氏 2万円、⑮陳迎氏１万円 

 

 会費未納の方は下記にご納付お願いします。 

 正会員会費   年額1万円  

ご寄付     1万円より  

 

振込先 

普通預金  みずほ銀行横山町支店    

店番０４０  口座番号３０１５８８１ 

日中科学技術交流協会 
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